
付 議 第 ９ 号

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する

条例議案に係る意見聴取に関する議案

令和７年２月高知県議会定例会提出予定の別紙議案に係る地方教育行政の組織及び運営

に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 29 条の規定に基づく高知県知事からの意見聴取

に対し、適当であると認めることについて、議決を求めます。

高知県教育委員会事務委任等規則（平成４年教育委員会規則第１号）

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。

(５) 教育予算その他議会の議決を経るべき事件の議案について意見を述べること。





第 号

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例議案

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。

令和７年２月 日提出

高知県知事 濵田 省司

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（令和６年高知県条例第62号）の一部

を次のように改正する。

第８条のうち職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和４年高知県条例

第37号）附則第10条第19項第４号の改正規定、附則第14条に１項を加える改正規定並びに

附則第15条第４項、第16条第４項及び第17条第４項の改正規定並びに第11条のうち公立学

校職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第37号）第23条の３の改正規定中「、第

13条、第15条及び第15条の２」を「及び第13条」に改める。

附則第１項第１号中「附則第６項から第14項まで」を「附則第６項から第15項まで」に

改め、同項第２号中「附則第15項」を「附則第16項」に改め、附則第14項中「以下この項

において」を「以下」に改め、附則第16項を附則第17項とし、附則第15項を附則第16項と

し、附則第14項の次に次の１項を加える。

（再任用職員に支給するへき地手当に準ずる手当に関する経過措置）

15 切替日以後に新たに再任用職員に対して適用されることとなる公立学校職員の給与に

関する条例第15条の２の規定は、切替日以後に同条第１項に規定する異動をした再任用

職員又は同項に規定する学校等の移転があった再任用職員について適用する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

別紙

1



職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例議案

説明

この条例は、一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（令和６年法律

第72号）の施行によるへき
、、
地教育振興法（昭和29年法律第143号）の一部改正を考慮し、

定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員等に対してへき地手当及びへき地手当に準

ずる手当を支給することとするよう必要な改正をしようとするものである。

参考資料１
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新 旧 対 照 表

新

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（抜粋）

旧

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（抜粋）

（職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例の一部改

正）

（職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例の一部改

正）

第８条 職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和

４年高知県条例第37号）の一部を次のように改正する。

第８条 職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和

４年高知県条例第37号）の一部を次のように改正する。

附則第10条第19項第１号中「から第11条まで、第11条の３、第

11条の４、第13条の２及び第13条の３」を「、第10条及び第11条

の３」に改め、同項第２号中「第３条第２号、第２号の３ 、第

４号、第４号の２及び第11号」を「第３条第２号及び第11号」に

改め、同項第３号中「第６条の５」を「第６条の２」に改め、同

項第４号中「から第14条まで、第14条の３から第15条の２まで、

第16条の２及び第16条の３」を「及び第13条」に改め、同項第５

号中「から第11条まで、第11条の３、第13条の２及び第13条の

３」を「及び第10条」に改める。

附則第10条第19項第１号中「から第11条まで、第11条の３、第

11条の４、第13条の２及び第13条の３」を「、第10条及び第11条

の３」に改め、同項第２号中「第３条第２号、第２号の３ 、第

４号、第４号の２及び第11号」を「第３条第２号及び第11号」に

改め、同項第３号中「第６条の５」を「第６条の２」に改め、同

項第４号中「から第14条まで、第14条の３から第15条の２まで、

第16条の２及び第16条の３」を「、第13条、第15条及び第15条の

２」に改め、同項第５号中「から第11条まで、第11条の３、第13

条の２及び第13条の３」を「及び第10条」に改める。

附則第14条第４項中「令和８年３月31日」を「令和７年３月31

日」に改め、同条に次の１項を加える。

附則第14条第４項中「令和８年３月31日」を「令和７年３月31

日」に改め、同条に次の１項を加える。

５ 公立学校職員の給与に関する条例第12条の２及び第13条の規

定は、令和７年４月１日から令和８年３月31日までの間、新学

校職員給与条例附則第19項の規定にかかわらず、61歳超臨時的

任用職員には適用しない。

５ 公立学校職員の給与に関する条例第12条の２、第13条、第15

条及び第15条の２の規定は、令和７年４月１日から令和８年３

月31日までの間、新学校職員給与条例附則第19項の規定にかか

わらず、61歳超臨時的任用職員には適用しない。

附則第15条第４項、第16条第４項及び第17条第４項中「から第

14条まで、第14条の３から第15条の２まで、第16条の２及び第16

附則第15条第４項、第16条第４項及び第17条第４項中「から第

14条まで、第14条の３から第15条の２まで、第16条の２及び第16

参考資料２
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条の３」を「及び第13条」に改める。 条の３」を「、第13条、第15条及び第15条の２」に改める。

（公立学校職員の給与に関する条例の一部改正） （公立学校職員の給与に関する条例の一部改正）

第10条 公立学校職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第

37号）の一部を次のように改正する。

第10条 公立学校職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第

37号）の一部を次のように改正する。

略 略

第11条 公立学校職員の給与に関する条例の一部を次のように改正

する。

第11条 公立学校職員の給与に関する条例の一部を次のように改正

する。

第４条中「単身赴任手当」を「単身赴任手当、在宅勤務等手

当」に改める。

第４条中「単身赴任手当」を「単身赴任手当、在宅勤務等手

当」に改める。

第13条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号か

ら第６号までを１号ずつ繰り上げ、同条第３項を次のように改め

る。

第13条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号か

ら第６号までを１号ずつ繰り上げ、同条第３項を次のように改め

る。

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族（次項に

おいて「扶養親族たる子」という。）については１人につき

13,000円、同項第２号から第５号までのいずれかに該当する扶

養親族については１人につき6,500円とする。

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族（次項に

おいて「扶養親族たる子」という。）については１人につき

13,000円、同項第２号から第５号までのいずれかに該当する扶

養親族については１人につき6,500円とする。

第13条第４項中「（以下「特定期間」という。）」を削り、

「特定期間に」を「当該期間に」に改め、同条に次の１項を加え

る。

第13条第４項中「（以下「特定期間」という。）」を削り、

「特定期間に」を「当該期間に」に改め、同条に次の１項を加え

る。

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支

給額の改定その他扶養手当の支給に関し必要な事項は、人事委

員会規則で定める。

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支

給額の改定その他扶養手当の支給に関し必要な事項は、人事委

員会規則で定める。

第14条を次のように改める。 第14条を次のように改める。

第14条 削除 第14条 削除

第14条の２第２項第２号中「100分の15」を「100分の14」に改 第14条の２第２項第２号中「100分の15」を「100分の14」に改
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め、同項第３号中「100分の12」を「100分の10」に改め、同項第

４号中「100分の10」を「100分の６」に改め、同項第５号中

「100分の６」を「100分の２」に改め、同項第６号を削る。

め、同項第３号中「100分の12」を「100分の10」に改め、同項第

４号中「100分の10」を「100分の６」に改め、同項第５号中

「100分の６」を「100分の２」に改め、同項第６号を削る。

第14条の３第１項第２号中「配偶者」を「配偶者（届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。同条において

同じ。）」に改める。

第14条の３第１項第２号中「配偶者」を「配偶者（届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。同条において

同じ。）」に改める。

第16条の３第２項中「（以下「国家公務員等」という。）」を

削る。

第16条の３第２項中「（以下「国家公務員等」という。）」を

削る。

第20条の２第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同

条第２項中「週休日等以外の日の午前零時から午前５時までの

間」を「午後10時から翌日の午前５時までの間（週休日等に含ま

れる時間を除く。）」に、「勤務した」を「勤務をした」に改

め、同条第３項中「額とする」を「額（前２項に規定する勤務に

従事する時間を考慮して人事委員会規則で定める勤務をした職員

にあっては、その額に100分の150を乗じて得た額）とする」に改

め、同項第１号中「（当該勤務に従事する時間等を考慮して人事

委員会規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に100分

の150を乗じて得た額）」を削る。

第20条の２第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同

条第２項中「週休日等以外の日の午前零時から午前５時までの

間」を「午後10時から翌日の午前５時までの間（週休日等に含ま

れる時間を除く。）」に、「勤務した」を「勤務をした」に改

め、同条第３項中「額とする」を「額（前２項に規定する勤務に

従事する時間を考慮して人事委員会規則で定める勤務をした職員

にあっては、その額に100分の150を乗じて得た額）とする」に改

め、同項第１号中「（当該勤務に従事する時間等を考慮して人事

委員会規則で定める勤務をした職員にあっては、その額に100分

の150を乗じて得た額）」を削る。

第21条第１項第１号及び第２号中「以下」を「以下この条にお

いて」に改め、同条第２項第１号中「以下「運賃等相当額」」を

「以下この条において「運賃等相当額」」に改め、「。ただし、

運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下「１箇

月当たりの運賃等相当額」という。）が56,200円を超えるとき

は、支給単位期間につき、56,200円に支給単位期間の月数を乗じ

て得た額（その者が２以上の交通機関等を利用するものとして当

第21条第１項第１号及び第２号中「以下」を「以下この条にお

いて」に改め、同条第２項第１号中「以下「運賃等相当額」」を

「以下この条において「運賃等相当額」」に改め、「。ただし、

運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下「１箇

月当たりの運賃等相当額」という。）が56,200円を超えるとき

は、支給単位期間につき、56,200円に支給単位期間の月数を乗じ

て得た額（その者が２以上の交通機関等を利用するものとして当
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該運賃等の額を算出する場合において、１箇月当たりの運賃等相

当額の合計額が56,200円を超えるときは、その者の通勤手当に係

る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、56,200円に

当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）」を削り、同項第３号

中「（１箇月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額

が56,200円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期

間のうち最も長い支給単位期間につき、56,200円に当該支給単位

期間の月数を乗じて得た額）」を削り、同条第３項中「（以下こ

の項」を「（以下この条」に改め、「でその利用が人事委員会規

則で定める基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資するもの

であると認められるもの」を削り、「とするもの」を「とするも

の（通勤距離又は通勤時間が人事委員会規則で定める基準を満た

す職員に限る。）」に改め、同項第１号を次のように改める。

該運賃等の額を算出する場合において、１箇月当たりの運賃等相

当額の合計額が56,200円を超えるときは、その者の通勤手当に係

る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、56,200円に

当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）」を削り、同項第３号

中「（１箇月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額

が56,200円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期

間のうち最も長い支給単位期間につき、56,200円に当該支給単位

期間の月数を乗じて得た額）」を削り、同条第３項中「（以下こ

の項」を「（以下この条」に改め、「でその利用が人事委員会規

則で定める基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資するもの

であると認められるもの」を削り、「とするもの」を「とするも

の（通勤距離又は通勤時間が人事委員会規則で定める基準を満た

す職員に限る。）」に改め、同項第１号を次のように改める。

(１) 特別急行列車等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当

支給単位期間につき、人事委員会規則で定めるところにより

算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する特別料金等

の額に相当する額（次項において「特別料金等相当額」とい

う。）

(１) 特別急行列車等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当

支給単位期間につき、人事委員会規則で定めるところにより

算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する特別料金等

の額に相当する額（次項において「特別料金等相当額」とい

う。）

第21条中第７項を第８項とし、第４項から第６項までを１項ず

つ繰り下げ、第３項の次に次の１項を加える。

第21条中第７項を第８項とし、第４項から第６項までを１項ず

つ繰り下げ、第３項の次に次の１項を加える。

４ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交

通機関等が２以上ある場合においては、その合計額）、第２項

第２号に定める額及び特別料金等相当額をその支給単位期間の

月数で除して得た額（特別急行列車等が２以上ある場合におい

ては、その合計額）の合計額が15万円を超える職員の通勤手当

４ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交

通機関等が２以上ある場合においては、その合計額）、第２項

第２号に定める額及び特別料金等相当額をその支給単位期間の

月数で除して得た額（特別急行列車等が２以上ある場合におい

ては、その合計額）の合計額が15万円を超える職員の通勤手当
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の額は、前２項の規定にかかわらず、当該職員の通勤手当に係

る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、15万円に

当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。

の額は、前２項の規定にかかわらず、当該職員の通勤手当に係

る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、15万円に

当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。

第21条の２第３項中「国家公務員等であった者から引き続き給

料表の適用を受ける職員となり、これ」を「新たに給料表の適用

を受ける職員となったこと」に改め、「（任用の事情等を考慮し

て人事委員会規則で定める職員に限る。）」を削り、同条の次に

次の１条を加える。

第21条の２第３項中「国家公務員等であった者から引き続き給

料表の適用を受ける職員となり、これ」を「新たに給料表の適用

を受ける職員となったこと」に改め、「（任用の事情等を考慮し

て人事委員会規則で定める職員に限る。）」を削り、同条の次に

次の１条を加える。

（在宅勤務等手当） （在宅勤務等手当）

第21条の３ 住居その他これに準ずるものとして人事委員会規則

で定める場所において、正規の勤務時間（休暇により勤務しな

い時間その他人事委員会規則で定める時間を除く。）の全部を

勤務することを、人事委員会規則で定める期間以上の期間につ

いて１月当たり平均10日を超えて命ぜられた職員には、在宅勤

務等手当を支給する。

第21条の３ 住居その他これに準ずるものとして人事委員会規則

で定める場所において、正規の勤務時間（休暇により勤務しな

い時間その他人事委員会規則で定める時間を除く。）の全部を

勤務することを、人事委員会規則で定める期間以上の期間につ

いて１月当たり平均10日を超えて命ぜられた職員には、在宅勤

務等手当を支給する。

２ 在宅勤務等手当の月額は、3,000円とする。 ２ 在宅勤務等手当の月額は、3,000円とする。

３ 前２項に規定するもののほか、在宅勤務等手当の支給に関し

必要な事項は、人事委員会規則で定める。

３ 前２項に規定するもののほか、在宅勤務等手当の支給に関し

必要な事項は、人事委員会規則で定める。

第23条第２項第１号中「100分の102.5」を「100分の97.5」に

改め、同項第２号中「100分の46.2」を「100分の48.7」に、

「100分の51.3」を「100分の48.8」に改める。

第23条第２項第１号中「100分の102.5」を「100分の97.5」に

改め、同項第２号中「100分の46.2」を「100分の48.7」に、

「100分の51.3」を「100分の48.8」に改める。

第23条の３中「から第14条まで、第14条の３から第15条の２ま

で、第16条の２及び第16条の３」を「及び第13条」に改める。

第23条の３中「から第14条まで、第14条の３から第15条の２ま

で、第16条の２及び第16条の３」を「、第13条、第15条及び第15

条の２」に改める。

第25条の３第10号を同条第11号とし、同条第９号の次に次の１ 第25条の３第10号を同条第11号とし、同条第９号の次に次の１
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号を加える。 号を加える。

(10) 在宅勤務等手当 (10) 在宅勤務等手当

第25条の11中「第13条、第14条」を「第13条」に改める。 第25条の11中「第13条、第14条」を「第13条」に改める。

別表第１及び別表第２を次のように改める。 別表第１及び別表第２を次のように改める。

別表第１・別表第２ 略 別表第１・別表第２ 略

附 則 附 則

（施行期日等） （施行期日等）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。

(１) 第２条の規定（職員の給与に関する条例第13条第２項の改

正規定を除く。）、第３条、第５条、第７条から第９条まで、

第11条及び第13条の規定並びに附則第６項から第15項までの規

定 令和７年４月１日

(１) 第２条の規定（職員の給与に関する条例第13条第２項の改

正規定を除く。）、第３条、第５条、第７条から第９条まで、

第11条及び第13条の規定並びに附則第６項から第14項までの規

定 令和７年４月１日

(２) 第２条中職員の給与に関する条例第13条第２項の改正規定

及び附則第16項の規定 令和９年１月１日

(２) 第２条中職員の給与に関する条例第13条第２項の改正規定

及び附則第15項の規定 令和９年１月１日

２～13 略 ２～13 略

（再任用職員に支給する特地勤務手当に準ずる手当に関する経過

措置）

（再任用職員に支給する特地勤務手当に準ずる手当に関する経過

措置）

14 切替日以後に新たに職員の定年等に関する条例（昭和59年高知

県条例第13号）第13条又は第14条第１項の規定により採用された

職員及び職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例附則

第３条第４項に規定する暫定再任用職員（以下「再任用職員」と

いう。）に対して適用されることとなる職員の給与に関する条例

第13条の３、技能職員の給与の種類及び基準に関する条例第３条

第４号の２、企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第６条

14 切替日以後に新たに職員の定年等に関する条例（昭和59年高知

県条例第13号）第13条又は第14条第１項の規定により採用された

職員及び職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例附則

第３条第４項に規定する暫定再任用職員（以下この項において

「再任用職員」という。）に対して適用されることとなる職員の

給与に関する条例第13条の３、技能職員の給与の種類及び基準に

関する条例第３条第４号の２、企業職員の給与の種類及び基準に
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の５、公立学校職員の給与に関する条例第16条の３及び警察職員

の給与に関する条例第13条の３の規定は、切替日以後に職員の給

与に関する条例第13条の３第１項、技能職員の給与の種類及び基

準に関する条例第３条第４号の２、企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例第６条の５第１項、公立学校職員の給与に関する

条例第16条の３第１項及び警察職員の給与に関する条例第13条の

３第１項に規定する異動をした再任用職員又はこれらの規定に規

定する公署若しくは県立学校の移転があった再任用職員について

適用する。

関する条例第６条の５、公立学校職員の給与に関する条例第16条

の３及び警察職員の給与に関する条例第13条の３の規定は、切替

日以後に職員の給与に関する条例第13条の３第１項、技能職員の

給与の種類及び基準に関する条例第３条第４号の２、企業職員の

給与の種類及び基準に関する条例第６条の５第１項、公立学校職

員の給与に関する条例第16条の３第１項及び警察職員の給与に関

する条例第13条の３第１項に規定する異動をした再任用職員又は

これらの規定に規定する公署若しくは県立学校の移転があった再

任用職員について適用する。

（再任用職員に支給するへき地手当に準ずる手当に関する経過措

置）

15 切替日以後に新たに再任用職員に対して適用されることとなる

公立学校職員の給与に関する条例第15条の２の規定は、切替日以

後に同条第１項に規定する異動をした再任用職員又は同項に規定

する学校等の移転があった再任用職員について適用する。

（特殊勤務手当に関する経過措置） （特殊勤務手当に関する経過措置）

16 第２条改正後の職員の条例第13条第２項の規定は、附則第１項

第２号に掲げる規定の施行の日以後の勤務に係る特殊勤務手当の

支給について適用し、同日前の勤務に係る特殊勤務手当の支給に

ついては、なお従前の例による。

15 第２条改正後の職員の条例第13条第２項の規定は、附則第１項

第２号に掲げる規定の施行の日以後の勤務に係る特殊勤務手当の

支給について適用し、同日前の勤務に係る特殊勤務手当の支給に

ついては、なお従前の例による。

（人事委員会規則への委任） （人事委員会規則への委任）

17 附則第３項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行

に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

16 附則第３項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行

に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。
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この条例は、へき地教育振興法の改正※に伴い、定年前再任用短時間勤務職員等に「へき地手当」等を支給するもの 
 ※令和６年12月25日公布、令和７年４月１日施行

 ・へき地教育振興法の改正により、従来「へき地手当」等の支給対象外とされていた定年前再任用短時間勤務職員及び

  暫定再任用職員にへき地手当等を支給する。

 ・暫定再任用職員と同年度生まれ以上の年齢の臨時的任用職員についても、暫定再任用職員に準じて同様に支給対象とする。

  （暫定再任用職員と同年度生まれ未満の年齢の臨時的任用職員には、現在も「へき地手当」等を支給している。）

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例議
案について

第１　条例改正の目的

第３　主な改正内容

       
  

(１) 公立学校職員の給与に関する条例
(２) 職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和４年高知県条例第37号） 

第２　対象条例

       
  

                     

 この条例は公布の日から施行し、当該へき地手当等は令和７年４月１日から支給する。

第４　施行期日等

手当の種類 内容 支給率

（１）へき地手当 へき地に所在する公立の小中学校（へき地学校※）
に勤務する教職員に支給
※６年に１度、県教委が状況を調査し指定する

へき地の級（度合い）に応じて
１級（３％）～５級（18％）及び
準へき地（１％）を支給
※５級地：沖の島小中学校

（２）へき地手当に 
    準ずる手当

へき地学校に異動し、かつ、当該地域に住居を移転
した職員に支給

４％（異動から５年間）
２％（異動から５年後以降）

参考資料３
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